
【令和5年度】

公益法
人の区
分

国所管、
都道府
県所管
の区分

応札・応
募者数

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日 行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

大阪総合行政相談所に係る定
期賃貸借契約

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

支出負担行為担当官
森本 泰央
近畿管区行政評価局
大阪市中央区大手前
3-1-41

契約を締結した日

令和5年4月1日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

株式会社 大丸松坂屋百貨店
東京都江東区木場２丁目１８
番１１号

法人番号

9010601038982

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由（企画競
争又は公募）

会計法第29条の3第4
項
予算決算及び会計令
第102条の4第3号

・ 大丸心斎橋店における大阪総合行
政相談所は、昭和54年8月30日に開設
され、平成12年9月1日、現在の南館8
階に移転し22年が経過して市民の身近
な相談窓口の開設場所として定着・認
知されている。
さらに、同相談所のある大丸大阪・

心斎橋店は、大阪有数の商業地に立地
し全国的にも著名な百貨店で非常に集
客力が優れており、大阪地下鉄心斎橋
駅に直結して相談所にも徒歩2分と利
便性も高く、各種バリアフリー設備も
充実して他物件より優位性が高い。
上記により、当該開設場所における

継続使用が妥当であると思料され、競
争契約に適さず会計法第29 条の3 第4
項に該当するため。

1,248,720

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

備考予定価格 契約金額
再就職
の役員
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公益法人の場合

落札率
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